
７５歳以上の医療費患者負担２割引き上げをはじめ、これ以上の患者窓口 

負担増の計画中止を求める意見書 

 

政府は、今年６月「７５歳以上の医療費窓口負担２割化」などを内容とする健康保険法等の一部

改正案を国会で可決・成立させた。２割負担化を２０２２年後半にも実施する構えで、対象や実施

時期は今後政令で定めることとなっている。さらに６月に閣議決定した骨太の方針２０２１では、コ

ロナ危機で弊害が噴出した社会保障削減路線を今後３年間継続する姿勢を示している。 

しかし、高齢者には、複数・長期・重度といった病気の特徴がある。このため、７５歳以上の高齢

者の自己負担額は、窓口負担が原則１割の現在でも、社会保障審議会医療保険部会資料による

と、７５歳以上高齢者は７５歳未満と比べて、受診率は、外来で２．４倍、入院で６．２倍であり、医

療費も外来で３．５倍、入院で６．６倍など、３割負担の現役世代より重い実態がある。 

これ以上の窓口負担割合引き上げや患者窓口負担増は、受診抑制や保険料未払いの増加を

招きかねない。 

このため、国においては、７５歳以上の医療費患者負担２割引き上げをはじめ、これ以上の医療

費患者負担増の計画を中止するよう求める。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 
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